
「自主的な市町村の合併を推進するための基本的な指針」　　　　に対する要請
　昨日、総務省より「自主的な市町村の合併を推進するための基本的な指針」が告示されたが、市町村合併はあくまでも自主的な合併が前提であり、国及び都道府県は、市町村合併をいかなる形であれ強制することのないよう下記の通り要請する。
記
1． 　自主的な市町村合併の推進に関する構想を作成するため、都道府県に設置する審議会には、関係町村長及び議長を参画させること。

2． 　構想では合併の対象となる市町村の組合せを示すこととされ、「指針」では、その対象となる市町村の１つとして、「おおむね人口１万人未満を目安とする小規模な市町村」が例示されている。しかしながら、それぞれの町村は歴史的な経緯、文化・風土や自然的・地理的条件が異なっているので、構想の作成に当たっては、「指針」にも明記されている「地理的条件や人口密度、経済事情」等を重視し、地域の実情を十分踏まえたものとすること。

3． 　構想に基づき合併協議会設置勧告、合併協議会に係るあっせん及び調停、合併協議推進勧告等の措置を講ずることができるとされているが、あくまで自主的な合併に必要な助言、情報の提供等にとどめるべきこと。
4． 　合併ができない・しない町村に対し、制裁的な財政措置を講じるようなことは絶対に行わないこと。
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